
   
 
 
 
 
 

                                 村議会３つの常任委員会で、新型コロナウィルス対 

策に関する意見集約がはじまりました 
 

                                         建設産業委員会    ４月２７日   次回 5月 1日 

                                         総務委員会        ４月２８日       〃 

                                         文教厚生委員会    ４月２８日       〃 
 

4 月 8 日 議会全員協議会に村新型コロナ対策本部が報告 
村議会は、４月８日に全員協議会を開いて、村新型コロナウィルス対策本部の報告（８日時点の）を受けました。 

報告後の質疑ののち、越智議員から、「議会としても、３つの常任委員会で対策の取り組みをしてはどうか」との意見

が突然出されました。 

突然の提案に意見が分かれる 

越智・吉田議員・・・・・「課題が多岐にわたることから、常任委員会で議論し、提言としてまとめればいいのでは」。 

江田議員・・・・・「議会からとなると執行部に圧力をかける感じになるので、会派・個人で提言していくべき」。 

大名美恵子議員・・・・・「東日本大震災時と同様に、会派からの意見をまとめ、議会として提言しては」。 
 

※議長は、意見が大きく分かれたことを受け、「後日、会派代表者会議で調整する」と述べ、全協を終えました。 
 

4 月 22 日 会派代表者会議が開かれる 
代表者会議はなかなか開かれませんでしたが、やっと 22日に開催。議長が招集し、進行も議長が行います。 
 

議長： 8 日の全協では、意見が分かれ結論が出なかった。本日の会派代表者会議で意見の調整といっても、この

ままでは前に進まない。議長として議事を整理する権限があるので、一任していただきたい。私の考えは、常任委

員会でおのおのの所管事項に係る課題を抽出し、村独自の支援策、経済対策などの実施・予算措置に向けて議

論し、対応策の協議を進め、委員会として意見をまとめていただきたい。異論等あるかと思うが・・・・ご協力をお

願いしたい」。 

議長が、議事整理の権限をもって、所属する新政とうかいの案で進めることを「了解してくれ」との言い方は、正 

直、まるで議長（会派新政とうかいのための取り組みに協力を求められた感じの提案で、議論でも協議でもありませ

んでした。 そもそもこうした件を、議事の中に入れて行い、予算措置まで議論する、議会の決定を執行部に押し付ける

形と取れますが、本当にそれでいいのか疑問です。 

大名は、会派に所属していないので傍聴でした。議長 

に「発言させてほしい」と求め、左のように述べました。 

しかし、会派は、新政とうかい、みすずの会、公明党という 

中で、新政とうかいと公明党の賛成で議長案で進めること

が確認されました。 
 

                                                実際委員会を開いてみると・・・                                                           
当然のことですが、議員に寄せられる住民の声は、議 

員が所属する常任委員会の所管事項にかかわりなくあり

ます。議員として受けた声は、委員会にすべて出して、その

中から所管事項のみにまとめ、14 日の臨時議会に報告を

するという流れで進められています。        （裏へ） 
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コロナ対策のため、3 密を避け
るよう努めましょう 

密閉空間 

密集場所 

密接会話 

 
連休は、とうかい
ステイホームを！ 

【大名の意見】 

常任委員会ではなく、全議員で、東海村議会新型コ

ロナウィルス対策（連絡）協議会または対策本部のよう

な組織を作り、どうしても 3 つに分かれたいというのであ

れば、その中に部会を作り、メンバーは例えば議会常

任委員会のメンバーごとにするなどで活動する。 

 議会常任委員会そのものだと、委員会で取り組んだ

ことを報告書作成して本会議に報告して採決のような

手続きになるので、緊急性が求められる中では現実的

でない。新型コロナウィルス対策に特化した組織を作っ

て行動した方がいいと思う。 



委員会を開いて議論を進める過程で、ある議員から「執行部から要望されているので、委員会としてのまとめを行 

い、臨時議会に報告をする」旨の発言があったそうです。 

議会と執行部の関係がどうなっているのか、疑問がわきましたので、とりあえず、14 日の臨時議会終了後に、再度、

この問題の進め方について、議論することを求めたいと考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電に対しても、同様の趣旨で工事中止を求める 

申し入れを行いました。 

  この件に関して知事は、翌 28日の記者会見 

で、東京新聞の宮尾記者の質問に答える形で、 

 「鹿島コンビナートの定期修理は大規模で、医 

療過疎地でもあることから延期を要請した。東海 

第二原発の工事は、ずっと続いている一連のもので急に人が減ったり増えたりしない、規模が小さく、元々着手してい 

る方々はずっと県内にいる。よって大きな脅威にはならない」と、答えました。 

  また、原電は、27 日、県議団の電話での聞き取りに対し、「工事は継続させて頂きます」と回答しています。 

  工事中止を求めることは、その分の補償をしなければならないことから、中止の決断ができないという事でしょうか。  

左の記事は、しんぶん赤旗 4月 27日付の社会面から

の掲載です。 

日本共産党茨城県委員会、県議団、市町村議員団が申し入れ 

 

２０２０年４月２７日 

茨城県知事 大井川和彦 様 

日本共産党茨城県委員会 

日本共産党 茨城県議団 

日本共産党 市町村議団 
 

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から 

東海第二原発の工事中止・中断を求める申し入れ 
 
 周知のとおり、本県は新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態

宣言の「特定警戒県」と指定され、感染拡大防止対策として県民

への外出自粛や事業所への休業を要請しているところです。 

 建設工事においても、清水建設をはじめ大手ゼネコン各社が「特

定警戒都道府県」での工事を中断する動きが広がっています。本

県でも、知事は鹿島コンビナートの定期修理の先送りを事業者に

要請したところです。 

原子力事業においても、玄海原発の建設工事関係者や柏崎刈

羽原発勤務の東京電力社員の感染が確認されています。 

こうした中、日本原電が実施している東海第二原発の「安全性向

上対策工事」に対し、その中止を求める住民の声が広がっていま

す。 

４月２１日には、県内外１５３団体の連名で、『新型コロナ感染拡

大防止と原発の安全確保の観点から東海第二原発の安全対策

工事は直ちに中止すべき』との声明が出されました。同じく２３日に

は、「原発いらない茨城アクション実行委員会」が、日本原電に対

して工事中止を要請しました。 

 ところが、日本原電は一般的な「感染予防・拡大防止対策」を講

じるとする一方、「安全性向上対策工事」については中断・中止の

言及はなく、日本共産党の問い合わせに対し「継続する」と表明し

ました。 

 よって、以下の通り申入れいたします。 
 

記 
 
１．知事は日本原電に対し、新型コロナウイルス感染拡大防止の

観点から、東海第二原発の「安全性向上対策工事」の即時中止・

中断を要請すること。 
 

以上 

日本共産党茨城県委員会と県議団、および 

市町村議員団は、茨城県知事とともに、日本原 

 


